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八塚・和田・三上



　　宗教団体の政治参加の権利
　我々の発表のテーマは「宗教団体の政治参加の権利」と云うものです。さて、「政教分離」についてどのように考えていますか？現行憲法の第二十条についてどのように理解しますか？大抵、「宗教の国家からの自由」と云うものを第一に想起するのではないかと思われます。これまでの憲法学説においてもそのような問題提起のなされ方が一般的でありました。　
※（政府見解）
憲法二十条はあくまで国家から特定の宗教団体への援助ないし特権の付与等偏った保護がなされること、あるいは圧迫がなされることを禁じたものであり、宗教団体の政治活動を禁じたものではない。
それに対して、今回我々が行った考察は、その反対方向からのアプローチに依っています。それは我々が、今日の宗教団体のあり方、今日の国家と宗教団体のかかわり合いのあり方について疑問を持ったからです。そしてその疑問というのは、今回の発表のテーマともなっている、他でもない創価学会に対して向けられています。



　　憲法第八十九条
公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用………に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。
　今回の発表では、政教分離の大きな論題に入る前に、宗教法人の活動に対する非課税措置、及び低減税率に関する問題について議論していただきます。
　その際に憲法第八十九条は、上記の問題との関係で緊張を孕んでいると言えるのではないでしょうか？
※公益法人等の収益事業については、２２％（平成１１年４月１日以降開始する事業年度）の軽減税率が適用されます。公益法人等の寄付金の損金算入限度額は、収益事業から生ずる所得の２０％（平成９年１月１日以降に開始する事業年度より２７→２０％となった。）とされます。収益事業部門から非収益部門への支出は、寄付金とみなす（みなし寄付金）ことになっています。公益法人等については、清算所得に対する法人税は課せられません。もっとも清算中の各事業年度の所得には法人税が課せられます。
この様な非課税制度・低減税率制度の根拠として財務省は、宗教団体の行っている事業の公益性、つまり本来国家が行うべき・あるいは国家が行うことが期待される行為を、宗教団体が代わって行っているから、という理由から派生し
「公益事業を行う団体はまず組織として本来的に収益事業を行うようにはなっておらず、一般的な会社と収益事業が競合しているので、格差を縮小するためにも優遇は必要である」という説明をしています。
これがいわゆるイコール・フッティング理論です。
ですから、例えば本年度の書籍売上のトップ・クラスにランクインした、池田大作氏の著書・
「新・人間革命」も、創価学会から出版されている訳ですから、その収益には低減された税率が適用されています。そして、その収益は団体の宗教活動に費やすことも許される訳です。更に建物の維持に関しても使用が活動目的の範囲内であれば非課税のままで許されています。
　更に、宗教法人法では信教の自由の保護のために宗教団体の設立は認証制ではなく届出制となっており、認証後は活動や金の動きに関して財務諸表の提出こそ義務付けられていますが、所轄庁からの監督を受けていません。
以上には以下のような経緯があります。ごく簡単に宗教法人法の設立経緯を述べます。
宗教法人法設立の経緯
戦前
明治憲法では、「安寧秩序を妨げず、及び臣民の義務に背かざる限りにおいて信教の自由を有す」と定めてありましたが、宗教団体に関する一般法はその後長らく作られないままでした。
半世紀を経て、１９３９年に宗教団体の法人化を認めた「宗教団体法」が制定、翌４０年４月１日から施行されました。
この法律では、宗教団体の設立に「文部大臣または地方長官の認可」が必要とされること、文部大臣が宗教団体に対する監督・調査・認可取り消しなどの権限を有することなどが定められていました。
→「設立認可制」・所轄庁の国権的監督の下、実質的には神道以外は保護されず、逆に弾圧・抑圧などを加える手段として法律運用がなされてきた、という経緯があります。
戦後
　設立手続きに関する規定
第１２条：宗教法人の設立には、目的、名称、所在地、関連組織名、代表者名とその権限、上部機関の権限、財産と財務管理表等を記し、所轄庁に提出する。
第１４条：宗教法人は　①宗教団体であるか　②同法に適法であるか　③第１２条に沿って手続きが行われているかを審査し認証される。所轄庁は３ヵ月以内に認証を決定しなければならない。また、所轄庁が文部科学大臣の場合には、「認証不可」の決定前に宗教法人審議会に諮問しなければならない。所轄庁は第１２条以外の提出を求めてはならない。
　解散命令に関する規定
第８１条：①法令に違反し、著しく公共の福祉を害している　②宗教団体の目的を著しく逸脱した行為をしている、または宗教団体の目的を一年以上行っていない　③礼拝施設がない　④代表者が一年以上いない　⑤宗教法人法の要件を満たさない等の場合、所轄庁、利害関係人、検察官の請求により、①宗教団体に解散を命ずることができる。
⇒戦前の反省から宗教団体の設立は認可制から届け出制へ。認証後は活動の監督を受けない。所有財産や財務管理書類の所轄庁への提出は義務付けられてはいるものの、実際にはその団体の一年間の活動や金の流れ等を把握することは困難、というのが現状。悪用される可能性を多々孕んでいるのが事実。




　
実際に、監督の困難さ故に宗教団体が暴力団などの隠れ蓑になったり、効率の良い収益源として機能しているという事態が現実に起こっている。



「税制優遇・監督はしない」＝「野放し」
信教の自由との関係でこの現状をどう捉えますか？合理性のある措置だと思いますか？
〈参考判例・文献等〉
今回のレジュメでは、宗教団体の非課税・低減税率に関して扱っていますが、第一週目・二週目の範囲を網羅する参考判例・文献等を紹介します。
　





判例・裁判例
最高裁平成５年２月１６日第三小法廷判決　（箕面忠魂碑・慰霊祭訴訟）
最高裁平成１４年７月１１日第一小法廷判決　（即位の礼・大嘗祭と政教分離の原則）
最高裁平成９年４月２日大法廷判決　（愛媛玉串料訴訟）
最高裁昭和６３年６月１日大法廷判決　（信教の自由・政教分離と自衛官の合祀）
大阪高裁平成４年７月３０日判決　（内閣総理大臣の靖国神社公式参拝）
名古屋地裁平成１７年３月２４日判決　


（法人税額決定処分取消請求事件・ペット葬祭料の収益事業該当性）





　文献等
成文堂選書２９　政教分離とは何か　‐争点の解明‐　　百地章・著　成文堂　１９９７年
宗教法人法制と税制のあり方　‐信教の自由と法人運営の透明性の確立‐







石村耕治・編著　法律文化社　２００６年
創価学会・公明党の研究



　　段勲・編　　晩声社　１９８０年
創価学会＝公明党




　　村上重良著　青木書店　１９６７年
「潮」１９９６年二月号
小林節・論文　「憲法２０条‐『宗教』は政治参加の権利をもつ」
２００５年３月２日　朝日新聞夕刊　「移転できる？学内神社　高裁『憲法の精神に反する』」
２００２年５月６日　朝日新聞朝刊　「補助金巡り『政教分離違反』の声　松本市（長野リポー


　　　ト）・長野」　　　　　　　　　











以上
